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第３章 騒   音 

 

第１節 現  況 

 

一般に騒音とは、「さわがしい音」あるいは「好ましくない音・望ましくない音」を総

称したものとされている。 

各種公害の中でも日常生活に最も関係深い問題であり、その判断は個人の主観的要素や

感情的な問題（音の性状、周囲の環境、個人の性格、年齢、好み、健康状態あるいは馴れ

など）により左右され、その内容・程度の受け止め方が違ってくる。 

 

□ 騒音の大きさの例 

 
１２０デシベル 

 

飛行機のエンジンの近く 
 

  自動車の警笛（前方２ｍ） 
 
  リベット打ち 
 
  電車が通る時のガード下 
 
  大声による独唱 

 
 
  騒々しい工場の中 
 
  地下鉄の車内 
 
  電話のベル 

 
 
  騒々しい事務所の中 
 
  静かな乗用車の中 
 
  普通の会話 

 
 
  静かな事務所 
 
  市内の深夜 
 
  図書館 
 
  郊外の深夜 
 
  ささやき声 
 
  木の葉のふれ合う音 
 
  置時計の秒針の音（前方１ｍ ） 

１１０デシベル 

１００デシベル 

 ９０デシベル 

 ８０デシベル 

 ７０デシベル 

 ６０デシベル 

 ５０デシベル 

 ４０デシベル 

 ３０デシベル 

 ２０デシベル 
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騒音を発生源別にみると、工場や建設現場からの騒音、自動車の走行に伴う自動車交通

騒音、生活に密接な関係のある近隣騒音に大別される。 

近年、工場や建設現場からの騒音や自動車交通騒音の他に近隣騒音も苦情の対象となっ

てきており、いずれも発生源が住居と近接している場合に問題を生じやすい。 

近隣騒音としては、家庭用の空調室外機、ボイラーの燃焼音、冷暖房用のクーリングタ

ワー、冷凍機音、飲食店等のカラオケ、拡声器音などがあり、これらの対策としては、行

政指導のみでは限界があり、市民一人ひとりの自覚が強く求められる。 

本市では騒音規制法等に基づき、工場等に対し調査指導を実施するとともに、環境騒音

の実態を把握するための調査を行っている。 

また、自動車交通騒音については、自動車走行台数の多い地点等で調査を実施している

が、自動車の走行に由来する騒音であり、本市のみでは解決策は見いだし難く、自動車そ

のものの音源対策や主要道路の構造改善、さらには交通量の緩和など国、県の総合的施策

による対応が必要とされる。 

 

 

と や ま の 音 風 景 

 

 

高岡古城公園の野鳥と虫の声 
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１ 自動車交通騒音（地点評価） 

⑴  測定･評価体制 

「騒音に係る環境基準」の設定されている道路に面する地域12地点について、自動

車交通騒音の等価騒音レベルの測定を行い、地点評価を実施した。 

 

□ 自動車騒音地点評価地点 

 
●：道路に面する地域の測定点    （12地点） 

富山湾 

伏木支所 

高岡駅 

市役所本庁舎 

福岡支所 

160 

156 

８ 

福岡駅 

中田支所 
戸出支所 

福岡I･C 

高岡I･C 

高岡北I･C 

1 

2 

3 

4 

5 

8 

9 

10 

国 
道 

415  
号 

(主)高岡環状線 

(主)富山戸出小矢部線 

     能 
    越 
   自 
  動 
 車 
道 

北陸自動車道 

新高岡駅 

北陸新幹線 

あいの風とやま鉄道 

6 

7 

12 

11 

市役所環境政策課 
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⑵ 騒音測定･評価結果 

自動車交通騒音（地点評価）では、特例（幹線交通を担う道路に近接する空間）

12地点で等価騒音レベルの測定を行った。 

測定の結果、10地点で全ての時間帯で環境基準に適合、２地点で全ての時間帯で

環境基準を超過していた。 

                                     ［関係資料（騒音）－１，３］ 

 

□ 環境基準の適合状況 （道路に面する地域） 

単位：デシベル(Ａ) 

 

類型 地点 測定場所 
測定値 基準適否 

昼 夜 昼 夜 

特例 

1 木 町 71 66 × × 

2 北 島 72 67 × × 

3 福 岡 町 下 蓑 67 63 ○ ○ 

4 四 屋 68 60 ○ ○ 

5 鐘 紡 町 68 61 ○ ○ 

6 伏 木 一 宮 二 丁 目 60 53 ○ ○ 

7 下 麻 生 66 60 ○ ○ 

8 伏 木 二 丁 目 64 55 ○ ○ 

9 野 村 第 二 66 62 ○ ○ 

10 二 上 町 65 60 ○ ○ 

11 昭 和 町 一 丁 目 66 58 ○ ○ 

12 駅 南 四 丁 目 61 54 ○ ○ 

 

□ 環境基準の適合状況（道路に面する地域）12地点 

全ての時間

帯で適合10

地点, 83%

いずれかの

時間帯で適

合0地点, 0%

全ての時間

帯で不適合2

地点, 17%
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□ 騒音に係る環境基準の概要 

単位：デシベル(Ａ) 

類 型 地 域 の 区 分 

昼 間 夜 間 

午前６時～ 

午後10時 

午後10時～ 

翌日午前６時 

道 
路 
に 
面 
し 
な 
い 
地 
域 

ＡＡ 
療養施設、社会福祉施設等
が集合して設置される地域
など特に静穏を要する地域 

道路に面する地
域以外の地域 

50以下 40以下 

Ａ 
専ら住居の用に供される地
域 

55以下 45以下 

Ｂ 
主として住居の用に供され
る地域 

55以下 45以下 

Ｃ 
相当数の住居と併せて商
業、工業等の用に供される
地域 

60以下 50以下 

道 
路 
に 
面 
す 
る 
地 
域 

Ａ 
専ら住居の用に供される地
域 ２車線以上の車

線を有する道路
に面する地域 

60以下 55以下 

Ｂ 
主として住居の用に供され
る地域 

65以下 60以下 

Ｃ 
相当数の住居と併せて商
業、工業等の用に供される
地域 

車線を有する道
路に面する地域 

65以下 60以下 

特例 
幹線交通を担う道路に近接
する空間 

道路に面する地
域 

70以下 

（45以下） 

65以下 

（40以下） 

注１ 地域の区分は、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる地域のうち 

○専ら住居の用に供される地域 

：第１・２種低層住居専用地域、 

第１・２種中高層住居専用地域、 田園住居地域 

○主として住居の用に供される地域 

：第１・２種住居地域、 準住居地域 

○相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

：近隣商業、 商業地域、 準工業地域、 工業地域 

２ ( )内の値は、室内へ透過する騒音に係る基準である。 

３ 幹線交通を担う道路に近接する空間とは、高速道路、一般国道、県道、市道（４車

線以上）で車線数の区分に応じた道路端からの距離によりその範囲を特定する。 
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２ 自動車交通騒音（面的評価） 

⑴ 測定･評価体制 

 自動車騒音の面的評価は自動車交通騒音の影響の大きい道路に面する地域で騒

音に係る環境基準に基づき、騒音測定及び環境基準達成状況の評価等を行うもので

ある。 

具体的には道路に面する地域（道路端から50メートルの地域）内の全ての住居

等のうち環境基準の基準値を達成する割合および達成する戸数を把握し、評価する

ものである。 

 本調査は全国的な調査として行われており、県の調査を継続し、平成24年度よ

り本市が自動車騒音の状況を調査し、現状を把握･公表しているところである。 

  

□ 自動車騒音面的評価区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

                  注）図中の矢印（  ）は令和５年度の評価区間を示す 
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⑴  騒音測定･評価結果 

令和５年度に測定した区間における自動車騒音面的評価については、環境基準を昼

夜ともに達成したのは1,939戸中1,939戸（100％）であった。また、評価区間全体で

は環境基準を昼夜ともに達成したのは6,623戸中6,461戸（97.6％）であった。 

（参考：令和４年度における評価区間全体での環境基準達成率 97.1%） 

                                         ［関係資料（騒音）－４］ 

           

 

□ 自動車交通騒音の環境基準達成戸数（令和５年度の測定区間） 

 

 

□ 自動車交通騒音の環境基準達成戸数（評価区間全体） 

                               

評価道路 

 

評価 

戸数 

昼･夜共に 

達成戸数 

昼間のみ 

達成戸数 

夜間のみ 

達成戸数 

昼･夜共に 

超過戸数 

（戸） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） 

高速自動車国道 

 

 

15 

 

 

15 

 

 

100 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0 

 

一般国道 

 

 

2,807 

 

 

2,647 

 

 

94.3 

 

 

15 

 

 

0.5 

 

 

30 

 

 

1.1 

 

 

115 

 

 

4.1 

 

県道 

 

 

3,801 

 

 

3,799 

 

 

99.9 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

2 

 

 

0.1 

 

 

0 

 

 

0 

 

全体 

 

 

6,623 

 

 

6,461 

 

 

97.6 

 

 

15 

 

 

0.2 

 

 

32 

 

 

0.5 

 

 

115 

 

 

1.7 

 

注 環境基準達成率(％)とは、評価対象戸数のうち昼間および夜間ともに環境基準を達成し

ている住居等の割合を把握して面的評価したものである。 

 

評価道路 

（区間） 

評価 

戸数 

昼･夜共に 

達成戸数 

昼間のみ 

達成戸数 

夜間のみ 

達成戸数 

昼･夜共に 

超過戸数 

（戸） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） 

一般国道 156 号 
372 372 100 0 0 0 0 0 0 

（清水町３-２～片原町） 

一般国道 156 号 
260 260 100 0 0 0 0 0 0 

（片原町～本丸町 13） 

主要地方道高岡小杉線 
451 451 100 0 0 0 0 0 0 

（末広町１～二塚） 

主要地方道高岡氷見線 
639 639 100 0 0 0 0 0 0 

（片原横町～頭川） 

一般県道姫野能町線 
217 217 100 0 0 0 0 0 0 

（金屋～中曽根） 

令和５年度全体 1,939 1,939 100 0 0 0 0 0 0 
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□ 騒音に係る環境基準の概要 

単位：デシベル(Ａ) 

類 型 地 域 の 区 分 

昼 間 夜 間 

午前６時～ 

午後10時 

午後10時～ 

翌日午前６時 

道 
路 
に 
面 
し 
な 
い 
地 
域 

ＡＡ 
療養施設、社会福祉施設等
が集合して設置される地域
など特に静穏を要する地域 

道路に面する地
域以外の地域 

50以下 40以下 

Ａ 
専ら住居の用に供される地
域 

55以下 45以下 

Ｂ 
主として住居の用に供され
る地域 

55以下 45以下 

Ｃ 
相当数の住居と併せて商
業、工業等の用に供される
地域 

60以下 50以下 

道 
路 
に 
面 
す 
る 
地 
域 

Ａ 
専ら住居の用に供される地
域 ２車線以上の車

線を有する道路
に面する地域 

60以下 55以下 

Ｂ 
主として住居の用に供され
る地域 

65以下 60以下 

Ｃ 
相当数の住居と併せて商
業、工業等の用に供される
地域 

車線を有する道
路に面する地域 

65以下 60以下 

特例 
幹線交通を担う道路に近接
する空間 

道路に面する地
域 

70以下 

（45以下） 

65以下 

（40以下） 

注１ 地域の区分は、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる地域のうち 

○専ら住居の用に供される地域 

：第１・２種低層住居専用地域、 

第１・２種中高層住居専用地域、 田園住居地域 

○主として住居の用に供される地域 

：第１・２種住居地域、 準住居地域 

○相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

：近隣商業、 商業地域、 準工業地域、 工業地域 

２ ( )内の値は、室内へ透過する騒音に係る基準である。 

３ 幹線交通を担う道路に近接する空間とは、高速道路、一般国道、県道、市道（４車 

線以上）で車線数の区分に応じた道路端からの距離によりその範囲を特定する。 
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３ 自動車交通騒音（要請限度） 

⑴ 測定･評価体制 

自動車交通騒音について、道路近傍の13地点で騒音規制法に定める自動車交通 

騒音の要請限度に適合しているかを調査した。 

このうち、国道８号沿の２地点（木町、北島）については３日間、他の11地点 

については各々連続24時間の等価騒音レベルの測定を実施している。 

                      ［関係資料（騒音）－１，３］ 

 

⑵ 測 定 結 果 

いずれの地点においても、自動車交通騒音の要請限度以下であった。 

 

□ 自動車交通騒音の要請限度の適合状況 

単位：デシベル(Ａ) 

類 
型 

№ 路線名 測定場所 
測定値 限度適否 

昼 夜 昼 夜 

特例 

1 国道８号 木町 71 66 ○ ○ 

2 国道８号 北島 72 67 ○ ○ 

3 国道８号 福岡町下蓑 67 63 ○ ○ 

4 国道 156 号 四屋 68 60 ○ ○ 

5 国道 156 号 鐘紡町 68 61 ○ ○ 

6 国道 160 号 長慶寺 69 64 ○ ○ 

7 国道 415 号 伏木一宮二丁目 68 61 ○ ○ 

8 主要地方道富山戸出小矢部線 下麻生 60 53 ○ ○ 

9 主要地方道伏木港線 伏木二丁目 66 60 ○ ○ 

10 主要地方道富山高岡線 野村第二 64 55 ○ ○ 

11 主要地方道高岡環状線 二上町 66 62 ○ ○ 

12 主要地方道高岡氷見線 昭和町一丁目 65 60 ○ ○ 

13 市道清水町二丁目駅南一丁目線 駅南四丁目 66 58 ○ ○ 

 

□ 公安委員会等に対する要請限度 

単位：デシベル(Ａ) 

要請 

類型 
区域の区分 車線の区分 

昼間 夜間 

午前６時～ 

午後10時 

午後10時～ 

翌日午前６時 

ａ 専ら住居の用に供される地域 
１車線の道路 65以下 55以下 

２車線以上の道路 70以下 65以下 

ｂ 
主として住居の用に供される

地域 

１車線の道路 65以下 55以下 

２車線以上の道路 75以下 70以下 
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ｃ 
相当数の住居と併せて商業、

工業等の用に供される地域 
車線を有する道路 75以下 70以下 

特例 
幹線交通を担う道路に近接す

る区域 
－ 75以下 70以下 

注１ 地域の区分は、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる地域のうち 

○専ら住居の用に供される地域 

：第１・２種低層住居専用地域、 

第１・２種中高層住居専用地域、 田園住居地域 

○主として住居の用に供される地域 

：第１・２種住居地域、 準住居地域 

○相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

：近隣商業、 商業地域、 準工業地域、 工業地域、その他の指定地域 

工業専用地域（境界から50ｍ内の範囲） 

２ 幹線交通を担う道路に近接する区域とは、高速道路、一般国道、県道、市道（４車

線以上）で車線数の区分に応じた道路端からの距離によりその範囲を特定する。 

・２車線以下の道路  15ｍの範囲 

・２車線を超える道路 20ｍの範囲 

 

４ 新幹線鉄道騒音 

⑴ 騒音測定･評価結果 

新幹線鉄道騒音について、環境基準等の達成状況を把握し、今後の対策の基礎とす

るため、県が下記の騒音測定を実施した。 

［関係資料（騒音）－２］ 

 

□県内の新幹線鉄道騒音の調査結果の概要 

 

地域

類型 
主な用途 基 準 値 

令和５年度 
調査地点数 

環境基準 
超過地点数 

Ⅰ 住居地域など 
70デシベル以下 

（騒々しい街頭と同程度） 
全県     ８ ５ 
うち高岡市内 ０ ０ 

Ⅱ 商業地域など 
75デシベル以下 

（電車の車内と同程度） 
全県       ２ ０ 

計 
全県     10 ５ 
うち高岡市内 ０ ０ 

    （注）１ 測定は上り及び下りの列車を合わせて、原則として連続して通過する20本の列車について、

その騒音のピークレベルを読みとる。 

    ２ 環境基準は、午前６時から午後12時までの間に、適用するものとする。 

    

⑵ 対応状況 

環境基準達成のため環境基準達成のため、地点ごとの騒音レベルの推移やこれまでの対

策の効果などを十分に考慮して、効果的かつ速やかな騒音防止対策を講じるよう西日本旅

客鉄道株式会社及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構への音源対策を要請 

 県、沿線市町村、西日本旅客鉄道株式会社、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援

機構等の関係者から構成される北陸新幹線環境基準連絡会議を定期的に開催し、情報共有

・意見交換等の対応を行っている。 
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第２節 騒音防止対策 

 

１ 法律・条例に基づく規制 

⑴ 騒音規制法に基づく規制 

ア 規制地域 

本市内のうち、都市計画法第８条第１項第１号に定める地域及び高岡市長が指定し

た区域 

イ 規制対象騒音 

工場騒音、特定建設作業騒音、自動車交通騒音 

ウ 規制対象施設・作業 

(ｱ) 工場騒音 

金属加工機械、空気圧縮機等（騒音規制法施行令別表第１に定める施設） 

(ｲ) 特定建設作業騒音 

くい打機やさく岩機を使用する作業等（騒音規制法施施行令別表第２に定める

作業） 

エ 規制基準 

(ｱ) 工場騒音 

工場騒音の規制基準は、区域及び時間帯ごとに定められている。 

 

□ 騒音規制法特定工場の騒音に係る規制基準（敷地境界における許容限度） 

単位：デシベル(Ａ) 

適用地域 

区域 

一般の地域 第1,2種に隣接 学校等の周辺 

昼 朝夕 夜 昼 朝夕 夜 昼 朝夕 夜 

第１種区域 45 40 40 同 左 同 左 

第２種区域 55 45 40 同 左 50 40 40 

第３種区域 65 60 50 同 左 60 55 45 

第４種区域 70 65 63 65 60 55 65 60 58 

注１ 区域の区分   

第１種区域：第１・２種低層住居専用地域、 田園住居地域 

第２種区域：第１・２種中高層住居専用地域、 第１・２種住居地域、準住居地域 

第３種区域：近隣商業地域、 商業地域、 準工業地域、 その他の指定地域 

第４種区域：工業地域、 工業専用地域（境界から50ｍ内の範囲） 

２ 時間の区分 

昼：午前8:00～午後7:00 朝・夕：午前6:00～午前8:00 午後7:00～午後10:00 

夜：午後10:00～翌日午前6:00 
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(ｲ) 特定建設作業騒音 

特定建設作業騒音の規制基準は、日曜・その他の休日の作業禁止や一日当たり

の作業時間の制限等も併せて定められている。 

 

□ 特定建設作業（騒音）に関する規制 

 

作 業 の 種 類 

規 制 基 準 

騒音の

大きさ 

作業できない

時間 

１日の作業時

間 
同一場

所の作

業時間 

日曜休

日の作

業 
第一号 

区 域 

第二号 

区 域 

第一号 

区 域 

第二号 

区 域 

1 
くい打機、くい抜き機を使用す

る作業等 

85 

デシベル

(Ａ)を

超えな

いこと 

午後７

時から

翌日の

午前７

時まで 

午後10

時から

翌日の

午前６

時まで 

10時間

を超え

ないこ

と 

14時間

を超え

ないこ

と 

連続し

て６日

間を超

えない

こと 

禁 止 

2 びょう打機を使用する作業 

3 さく岩機を使用する作業 

4 空気圧縮機を使用する作業 

5 

コンクリートプラント又はアス

ファルトプラントを設けて行う

作業 

6 バックホウを使用する作業 

7 
トラクターショベルを使用する

作業 

8 ブルドーザーを使用する作業 

注 区域の区分 

第一号区域：特定工場等の騒音に係る規制基準の第1種～第3種区域の全域並びに第4種区域

で学校、保育所、病院、図書館等の敷地の周囲80ｍ以内の区域 

第二号区域：第一号区域以外の規制地域 

 

 

(ｳ) 自動車交通騒音 

騒音規制法に基づく指定地域内には、自動車交通騒音の要請限度が定められて

おり、この値を超え、道路周辺の生活環境が著しく損なわれると認めるときは、

公安委員会等に対して、改善の要請や意見を述べることができる。 
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⑵ 富山県公害防止条例に基づく規制 

富山県公害防止条例による規制は、騒音規制法による規制を補完するものであり、同

法の指定地域以外の地域及び規制対象外の施設（ファスナー自動植付機、走行クレーン

等）を対象として、県内全域にわたっている。 

規制基準は、騒音規制法に準じて、区域及び時間帯ごとに定められている。 

 

□ 富山県条例特定工場の騒音に係る規制基準（敷地境界における許容限度） 

単位：デシベル(Ａ) 

適用地域等 

区域 

一般の地域 第1,2種に隣接 学校等の周辺 

昼 朝夕 夜 昼 朝夕 夜 昼 朝夕 夜 

第１種区域 45 40 40 同 左 同 左 

第２種区域 55 45 40 同 左 50 40 40 

第３種区域 65 60 50 同 左 60 55 45 

第４種区域 70 65 63 65 60 55 65 60 58 

その他の地域 60 55 50 同 左 同 左 

注１ 区域の区分   

・都市計画法第８条第１項第１号に定める地域及び県知事が指定した区域のうち 

第１種区域：第１・２種低層住居専用地域、 田園住居地域 

第２種区域：第１・２種中高層住居専用地域、 第１・２種住居地域、準住居地域 

第３種区域：近隣商業地域、 商業地域、 準工業地域 

第４種区域：工業地域、 工業専用地域（境界から50ｍ内の範囲） 

その他の地域：上記以外の全ての地域 

２ 時間の区分 

昼：午前8:00～午後7:00 朝・夕：午前6:00～午前8:00 午後7:00～午後10:00 

夜：午後10:00～翌日午前6:00 

 

⑶ 届 出 状 況 

本市では、騒音規制法及び富山県公害防止条例に基づく届出を受け付けており、その

状況は次のとおりである。            [関係資料 (届出)－３，５] 

 

ア 騒音規制法に基づく届出状況    

令和６年３月31日現在 

区    分 届出事業所数 届出施設数 

騒音規制法に係るもの 464 3,902 

 

イ 富山県公害防止条例に基づく届出状況    

令和６年３月31日現在 

区    分 届出事業所数 

富山県公害防止条例に係るもの 461 
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□ 特定建設作業の実施届出状況（騒音規制法） 
 

作 業 の 種 類 法令に基づく届出件数 

1 くい打機を使用する作業 1 

2 びょう打機を使用する作業 0 

3 さく岩機を使用する作業 11 

4 空気圧縮機を使用する作業 1 

5 
コンクリートプラント又はアスファルト 

プラントを設けて行う作業 
0 

6 バックホウを使用する作業 0 

7 トラクターショベルを使用する作業 0 

8 ブルドーザーを使用する作業 0 

計 13 

注 届出件数は令和５年度中の届出件数である。 

 
 

２ 工場・事業場への調査指導状況 

⑴ 工 場 騒 音 

工場騒音に関する問題としては、工場と住居が混在していること、特に中小規模の工

場については敷地が狭いうえ、建物構造も簡易であるなど問題点が多い。 

これらの問題を抱える事業所等に対しては、建物構造の改善、低騒音型機械への更新、

作業時間の変更、作業場の移転等の指導を行うとともに、資金的な面では、富山県中小

企業環境施設整備資金融資の斡旋をしている。 

 

⑵ 建 設 騒 音 

騒音規制法の指定地域内において行う特定建設作業については、作業開始日の７日前

までに届け出を義務づけている。本市では届け出の受理に際し、法定基準の遵守はもと

より、周辺住民への事前周知の徹底および低騒音工法の採用等の指導に努めている。 

 

⑶ 自動車交通騒音 

現在、騒音規制法に定める自動車騒音の要請限度を超過する地点はないが、今後とも

引き続き騒音レベルの実態把握に努めることとしている。 


